
 

 

１ 該当法令 

  ・学校教育法 第５条 

 

２ 現 状 

 ・学校の設置者は、その設置する学校を管理し、法令に特別の定ねのある場合を除いては、その学校の経費を負担する。 

  （学校教育法 第５条で、学校の設置者以外に管理・運営を認めていないので、特色のある学校を、誰でも通える”公立”学校として 

   創り、NPO 法人等が運営することができない） 

 

３ 構造改革特区における主な各省回答および特区推進室からの再検討要請内容 

 

特区における提案に対する文部科学省の回答 文部科学省回答に対する特区推進室からの再検討要請 

○ 学校教育制度は、憲法に定める国民の教育を受ける権利を制度的

に保障するために設けられているものであり、公の性質を持つも

のであるため、その実施主体等について必要な規制を行う必要が

ある。このため、教育基本法第６条及び学校教育法第２条により

学校の設置者を国、地方公共団体及び学校法人に限定するととも

に、学校教育法第５条において、公の性質を持つ学校の設置運営

の安定性、公共性を担保するため、設置者がその設置する学校を

管理することとしている。特に義務教育段階においては、義務教

育を確実に履行するため、市町村に対して公立小中学校の設置義

務を課し、国としても義務教育費国庫負担制度等の様々な行財政

措置を講じている。このような趣旨に鑑みれば、公立学校の管理

運営を第三者に包括的に委託することは、学校設置者としての責

任放棄であり、到底認められるものではない。 

提案は、学校事業者による学校は教育目標の設定や、教育課程等の

目標への達成責任の義務化を前提に委託されるものであって、学校

の設置運営の安定性、公共性を担保できるのではないか。提案内容

について、再度具体的に検討し回答されたい。 

 授業料については、貴省からの回答では､認めることは困難である

とのことであるが、提案は区内の全ての就学者が無料で義務教育を

受ける機会を保証していることを前提に、教員等の確保や特別な教

材など既存の区立学校の運営に要する費用以上以上の費用を授業料

として徴収するものであり、憲法や教育基本法の趣旨に反するもで

はないと考えられる。この点について検討し回答されたい。 

 

 

 

不登校児等を対象とした公設民営学校の容認 



○ なお、現行制度においても、地方公共団体が土地や施設等を学校

法人に提供し、当該学校法人が学校を設置管理することや、地方

公共団体が出資して第三者と共同で学校法人を設立することは

可能であり、地方自治体と民間団体との協力による学校運営を行

うことは可能である。 

提案は、地域社会参加型の公設民営の単位制高校を設立したいとい

うものであり、これについて具体的に検討し回答されたい。 

 



 

 

 

１ 該当法令 

・ 学校教育法第４条、第３４条、第４０条、第５１条、第５１条の９ 

・ 私立学校法第４条、第５条１項、第３０条、第３１条、第４５条 

 

２ 現 状 

・ 私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の設置及びこれらを運営する学校法人の設立の認可権者は都道府県知事。 

   ※私立大学は文部科学大臣、市町村の設置する高等学校・中等教育学校等は都道府県の教育委員会が認可権者。 

 

３ 文部科学省の反対意見及び反論 

 

特区における提案に対する文部科学省の回答 文部科学省の回答に対する反論 

○ 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定により、「都道府県

知事の権限に属する事務の一部を、条例の定めるところにより、

市町村が処理することとすることができる。」とされているところ

であり、現行制度上、都道府県の判断により可能である。 

 

 

○ 特区の特徴に鑑みて、地域の特性にあった学校をつくるため、

その認可権限を特区の首長へ委任することを明確にすべきであ

る。これにより特区での責任の所在が明確化される。 

 

都道府県知事の学校認可権限の特区長への委任 



 

 

 

１ 該当法令 

・ 私立学校法第８条 

 

２ 現 状 

・私立学校を設置する場合、私立学校法第 8条の規定により、既存の私立学校関係者が 3/4 を占める私立学校審議会の諮問を通さなけれ 

ばならず、事実上、私立学校の新設において過度の規制となっている。 

 

３ 各省の反対意見及び反論 

 

特区における提案に対する文部科学省の回答 文部科学省の回答に対する反論 

○ 私学に対する専門性と適正性を確保する観点から、所轄庁の権限

行使にあたり私立学校審議会に諮問することは必要である。なお、

私立学校審議会の在り方については平成 14 年度中に結論を出す

べく現在検討中であり、その検討結果を踏まえ全国的に対応する。 

 

○ 現行の規定では、私立学校関係者が私立学校審議会の委員の大

半を占めるため、都市部では新規の学校設立が阻まれている。 

○ 特区の特徴に鑑みて、現行制度の枠組みを取り払う必要があり、

そのためにも私学審議会の諮問を止めることが重要である。地

方のニーズに即した学校を柔軟に設置できるようにするべきで

はないか。 

○ 私立学校審議会の代りに、利害関係の少ない有識者からなる特

区学校審議会を設け、これに審議を委ねる等の代替措置を講ず

れば良いのではないか。 

 

 

 

私立学校審議会への諮問を要しない市町村独自の学校設置 



 

 

１ 該当法令 

・ 私立学校法第５９条 

・ 私立学校振興助成法第２条～第４条、第８条～第１１条、第１５条 

 

２ 現 状 

・ 学校法人が設置する大学又は高等専門学校の経常的経費、都道府県がその区域内にある小学校、中学校、高校、中等教育学校、盲学

校、ろう学校、養護学校又は幼稚園を設置する学校法人に、経常的経費について補助する場合、その他、学校法人が設置する私立学

校の施設・設備の整備に要する経費について、その一部を国が補助している。 

・ 学校法人に対してのみ助成金が交付されており、学校法人以外は支給対象になっていない。 

・ 国からの補助金・貸付金の支出は、日本私立学校振興・共催事業団を通じて実施。 

 

３ 構造改革特区における主な各省回答および当ＷＧの反論内容 

特区における提案に対する文部科学省の回答 文部科学省の回答に対する反論 

○ 私学助成の対象とすることは国庫補助制度の対象の拡大であり、

特区制度の対象とならない。 

 

○ 提案の趣旨は、従来の学校と特区において特例措置として設置さ

れる学校とのイコールフッティングを求めるものであり、特区と

なることで単に補助起因が嵩上げされたり税の減免がなされると

いう「従来型の財政措置」とは異なる制度上の問題に関するもの

である。 

○ 学校教育法の特例が認められ、学校法人以外の「学校」の設立が

認められる場合には、それらの学校も「私立学校」と位置づけら

れるべきであり、私立学校法における「私立学校の定義」 

も、学校法人以外の学校を含むものに改正されるならば、当然、

私学助成の対象となるべきものと考える。  

 

学校設置主体の拡大に伴う設置・運営助成のイコールフッティング 


